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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

３ 当社は関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりません。 

４ 当社は、潜在株式がない為「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」を記載しておりません。 

  

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月21日 
至 平成15年 
  ９月20日 

自 平成16年
  ３月21日 
至 平成16年 
  ９月20日 

自 平成17年
  ３月21日 
至 平成17年 
  ９月20日 

自 平成15年 
  ３月21日 
至 平成16年 
  ３月20日 

自 平成16年
  ３月21日 
至 平成17年 
  ３月20日 

営業収益 (千円) 4,836,100 5,068,630 5,553,988 9,500,140 10,215,978

経常利益 (千円) 259,674 326,237 235,405 448,020 548,184

中間(当期)純利益 (千円) 131,511 162,317 125,280 202,063 266,230

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000

発行済株式総数 (株) 7,560,000 7,560,000 7,560,000 7,560,000 7,560,000

純資産額 (千円) 6,683,367 6,819,833 6,970,674 6,729,645 6,906,909

総資産額 (千円) 10,375,592 10,310,916 10,288,263 10,216,760 10,262,137

１株当たり純資産額 (円) 885.14 903.51 923.69 887.78 910.45

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 17.42 21.50 16.60 23.19 30.63

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 5 5 5 10 10

自己資本比率 (％) 64.41 66.14 67.75 65.87 67.30

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 79,874 319,741 379,700 479,061 684,066

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △210,092 △145,603 △148,830 △333,998 △299,110

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △32,247 △211,395 △225,190 △199,200 △341,821

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,497,199 1,568,271 1,654,342 1,605,528 1,648,662

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,574 
(―)

1,630
(―)

1,621
(―)

1,554 
(―)

1,623
(―)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

平成17年９月20日現在 

(注) 従業員は就業人員であり、パートナー社員及び嘱託社員を含めております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業部門別 従業員数(名)

貨物運送事業 520

倉庫事業 1,025

その他事業 55

管理推進本部・営業推進本部 21

合計 1,621



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績の状況 

上半期における日本経済は、昨年の夏ごろから景気が足踏み状態に陥りましたが、企業収益の改善や設備投資の

増加を背景に景気が回復し、個人消費の明るさの兆しが見られるものの、原油価格高騰や原料・素材価格の上昇や

米国・中国経済の減速などの懸念材料もあり、景気回復の持続性は不透明のまま推移いたしました。 

当トラック業界は、地球規模で展開される環境への取り組み、安全対策の推進、新規参入業者の増加による競争

の激化や企業の物流コスト削減に伴う運送料金の値下げ要求に加え、高速通行料金の負担、更に昨年からの原油価

格高騰に伴う軽油価格の急騰等、経営はきわめて厳しい状況にあります。 

このような環境下で当社は教育を通じて社員が人間として成長し、その力で企業の発展を推進していくという経

営基本方針を掲げて企業経営を一貫して行い、厳しい経営環境の中で、冷凍冷蔵庫設備の増強と倉庫オペレーショ

ンの新規受託などにより増収を図ったものの、価格低減傾向は依然として強く、人材不足による人材派遣料の支払

い増加と軽油価格高騰による燃料費増加などにより減益となりました。新規受託の立ち上げも減益要因の影響を受

けて、立ち上げコスト増を吸収できず、増収減益になりました。 

その結果、営業収益は55億5千3百万円（前年同期比9.6％増）、経常利益は2億3千5百万円（前年同期比

27.8％減）、中間純利益は1億2千5百万円（前年同期比22.8％減）になりました。 

なお、当中間会計期間の部門別の営業収益は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  金額(千円) 構成比(％) 

貨物運送事業 3,993,914 71.9 

倉庫事業 1,462,416 26.3 

その他事業 97,657 1.8 

合計 5,553,988 100.0 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の中間期末残高は、16億5千4百万円となり、前中間期
末と比較し、8千6百万円の増加となりました。 
  
当中間期の各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。 
  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当中間期において、営業活動の結果得られた資金は、3億7千9百万円（前年同期比118.8%）となりました。 
これは主に、税引前中間純利益を2億2千8百万円（前年同期比75.9%）計上したこと等によるものであります。 
  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当中間期において、投資活動の結果使用した資金は、1億4千8百万円（前年同期比102.2%）となりました。 
これは主に、有形固定資産の取得による支出が、1億9千5百万円（前年同期比126.4%）あったこと等によるものであり
ます。 
  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当中間期において、財務活動の結果使用した資金は、2億2千5百万円（前年同期比106.5%）となりました。 
これは主に、長期借入金の返済による支出1億8千6百万円（前年同期比108.0%）及び配当金の支払額が3千7百万円（前
年同期比99.8%）あったこと等によるものであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社の営んでおります事業は、貨物運送事業、倉庫事業、その他事業であり、役務の提供を主体とする事業の性格

上、生産及び受注の状況を事業部門別に示すことはしておりません。 

また、販売の状況として事業別の営業実績を示せば次のとおりであります。 

営業実績 

輸送屯数及び収益は次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 貨物運送事業における輸送屯数のうち、傭車によるものは前中間会計期間203千屯、当中間会計期間 247千屯でありま

す。 

また傭車による収益は前中間会計期間1,584,463千円、当中間会計期間1,934,639千円であります。 

３ 主な相手先別の営業実績及び当該営業実績の総営業実績に対する割合 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

区分 

前中間会計期間
(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

輸送屯数(千屯) 営業収益(千円) 輸送屯数(千屯) 営業収益(千円) 

貨物運送事業 480 3,704,056 517 3,993,914 

倉庫事業 ― 1,276,594 ― 1,462,416 

その他事業 ― 87,979 ― 97,657 

合計 480 5,068,630 517 5,553,988 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

営業収益(千円) 割合(％) 営業収益(千円) 割合(％) 

国分㈱ 771,360 15.2 779,453 14.0 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要な

設備計画の完了はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月20日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月9日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 7,560,000 7,560,000
名古屋証券取引所
市場第２部 

― 

計 7,560,000 7,560,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月20日現在 

（注）ＵＦＪ信託銀行株式会社は平成17年10月１日付で三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社となりまし

た。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年３月21日～ 
平成17年９月20日 

― 7,560 ― 1,140,000 ― 1,120,000

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

小笠原 和 俊 名古屋市北区駒止町１―71 1,699 22.5

岩瀬合名会社 名古屋市中区金山１丁目６―７ 704 9.3

小笠原 俊 明 名古屋市北区駒止町１―54 350 4.6

小笠原 道 弘 名古屋市北区大野町３丁目21―２ 225 3.0

株式会社UFJ銀行 名古屋市中区錦３丁目21―24 204 2.7

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10―17 204 2.7

小笠原 正 俊 名古屋市守山区吉根太皷ヶ根3233―366 161 2.1

大宝運輸社員持株会 名古屋市中区金山５丁目３―17 152 2.0

UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４―３ 144 1.9

伊 藤 忠 勝 名古屋市守山区吉根長廻間3241―582 115 1.5

高末株式会社 名古屋市熱田区横田２丁目４―26 115 1.5

計 ― 4,076 54.0



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月20日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月20日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は名古屋証券取引所市場第２部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

13,000 
普通株式 ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

7,429,000 
7,429 ― 

単元未満株式 普通株式 118,000 ― ― 

発行済株式総数 7,560,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 7,429 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大宝運輸株式会社 

名古屋市中区金山５丁目
３番17号 

13,000 ― 13,000 0.17

計 ― 13,000 ― 13,000 0.17

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 524 470 476 473 495 490

最低(円) 452 450 445 452 450 448



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成16年3月21日から平成16年9月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成17年3月21日から平成17年9月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

ただし、当中間会計期間（平成17年3月21日から平成17年9月20日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、

改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年３月21日から平成16年９月20日まで)及

び当中間会計期間(平成17年３月21日から平成17年９月20日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

※会社間項目の消去前の数値により算出しております。 

  

資産基準 0.5％

売上高基準 0.1％

利益基準 1.2％

利益剰余金基準 0.6％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,568,271   1,654,342 1,648,662   

２ 受取手形 ※３ 60,962   57,047 80,486   

３ 営業未収金   1,620,860   1,500,596 1,542,370   

４ 貯蔵品   7,171   9,245 7,999   

５ 繰延税金資産   125,105   123,008 137,919   

６ その他   71,809   78,038 17,923   

７ 貸倒引当金   △1,123   △472 △1,080   

流動資産合計    3,453,058 33.5 3,421,808 33.3   3,434,282 33.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(1) 建物   2,017,985   1,996,288 2,011,214   

(2) 車両運搬具   390,163   432,410 404,663   

(3) 土地   3,783,660   3,776,990 3,783,660   

(4) その他   261,404   193,633 191,928   

有形固定資産合計   6,453,214   6,399,322 6,391,467   

２ 無形固定資産   21,255   34,225 20,395   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資その他の資産   385,373   433,355 416,440   

(2) 貸倒引当金   △1,985   △449 △449   

投資その他の資産 
合計   383,388   432,906 415,991   

固定資産合計    6,857,858 66.5 6,866,454 66.7   6,827,854 66.5

資産合計    10,310,916 100.0 10,288,263 100.0   10,262,137 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   14,581   14,014 11,455   

２ 営業未払金   492,450   573,382 481,178   

３ 短期借入金 ※２ 365,755   299,152 329,510   

４ 未払費用   567,205   582,631 531,865   

５ 未払法人税等   142,423   94,704 157,785   

６ 賞与引当金   245,322   245,012 244,199   

７ その他   143,431   123,049 109,569   

流動負債合計    1,971,168 19.1 1,931,946 18.8   1,865,562 18.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 1,302,971   1,090,219 1,246,734   

２ 繰延税金負債   47,395   55,280 52,720   

３ 退職給付引当金   169,548   209,764 190,209   

４ 役員退職慰労引当金   ―   30,377 ―   

  
固定負債合計    1,519,915 14.8 1,385,641 13.4   1,489,664 14.5

負債合計    3,491,083 33.9 3,317,588 32.2   3,355,227 32.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,140,000 11.0 1,140,000 11.1   1,140,000 11.1

Ⅱ 資本剰余金          

  資本準備金   1,120,000   1,120,000 1,120,000   

資本剰余金合計    1,120,000 10.8 1,120,000 10.9   1,120,000 10.9

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   198,487   198,487 198,487   

２ 任意積立金   4,125,917   4,265,118 4,125,917   

３ 中間(当期) 
未処分利益   200,142   179,654 266,314   

利益剰余金合計    4,524,547 43.9 4,643,261 45.1   4,590,719 44.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    38,554 0.4 71,378 0.7   59,597 0.6

Ⅴ 自己株式    △3,268 △0.0 △3,964 △0.0   △3,407 △0.0

資本合計    6,819,833 66.1 6,970,674 67.8   6,906,909 67.3

負債資本合計    10,310,916 100.0 10,288,263 100.0   10,262,137 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益    5,068,630 100.0 5,553,988 100.0   10,215,978 100.0

Ⅱ 営業原価    4,553,400 89.8 5,114,445 92.1   9,286,399 90.9

営業総利益    515,229 10.2 439,542 7.9   929,579 9.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    186,482 3.7 209,253 3.8   370,178 3.6

営業利益    328,746 6.5 230,289 4.1   559,400 5.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  13,627 0.2 19,147 0.3   19,627 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  16,136 0.3 14,032 0.2   30,843 0.3

経常利益    326,237 6.4 235,405 4.2   548,184 5.4

Ⅵ 特別利益    574 0.0 44,195 0.8   1,703 0.0

Ⅶ 特別損失 ※３  25,675 0.5 50,901 0.9   43,710 0.4

税引前中間(当期) 
純利益    301,136 5.9 228,699 4.1   506,177 5.0

法人税、住民税 
及び事業税   143,000   94,000 266,000   

法人税等調整額   △4,180 138,819 2.7 9,418 103,418 1.8 △26,052 239,947 2.4

中間(当期)純利益    162,317 3.2 125,280 2.3   266,230 2.6

前期繰越利益    37,825 54,374   37,825 

中間配当額    ― ―   37,740 

中間(当期)未処分 
利益    200,142 179,654   266,314 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日)

当中間会計期間 

(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１ 税引前中間(当期)純利益 301,136 228,699 506,177

２ 減価償却費 177,659 180,891 385,040

３ 貸倒引当金の減少額 △574 △608 △2,153

４ 賞与引当金の増減額 △15,916 813 △17,039

５ 退職給付引当金の増加額 20,513 19,554 41,174

６ 役員退職慰労引当金 
の増加額 

― 30,377 ―

７ 受取利息及び受取配当金 △5,199 △5,354 △6,328

８ 支払利息   16,095 14,022 30,779

９ 固定資産除却損 6,067 9,970 6,343

10 売上債権の増減額 △135,931 65,212 △76,965

11 たな卸資産の増減額 1,189 △1,246 362

12 仕入債務の増加額 82,644 94,764 68,246

13 役員賞与の支払額 △27,000 △35,000 △27,000

14 その他 14,988 △45,405 12,553

小計 435,673 556,690 921,190

15 利息及び配当金の受取額 5,199 5,354 6,328

16 利息の支払額 △16,095 △14,022 △30,779

17 法人税等の支払額 △105,035 △168,322 △212,672

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

319,741 379,700 684,066

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１ 有形固定資産の取得 
による支出 

△154,826 △195,641 △314,115

２ その他 9,222 46,811 15,004

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△145,603 △148,830 △299,110

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

１ 長期借入金の返済 
による支出 

△172,982 △186,873 △360,464

２ 配当金の支払額 △37,844 △37,760 △75,649

３ その他 △569 △557 94,293

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△211,395 △225,190 △341,821

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △37,257 5,679 43,134

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

1,605,528 1,648,662 1,605,528

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

1,568,271 1,654,342 1,648,662

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  

  

貯蔵品……移動平均法によ

る原価法 

  

  

同左 

  

  

同左 

(2) 有価証券 子会社株式及び関連会社株

式 

……移動平均法による原価

法 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 …決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

 …移動平均法による原価

法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  

  

定率法 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。ただ

し、平成10年４月１日以後

取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額

法 

  

  

同左 

  

  

同左 

(2) 無形固定資産 定額法 

なお耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりま

す。 

また自社利用のソフトウェ

アについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基

づく定額法 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

  (2) 賞与引当金 

従業員への賞与の支払

に備えるため、従業員に

対する賞与の支給見込額

のうち、当中間会計期間

に帰属する額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員への賞与の支払

に備えるため、従業員に

対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰

属する額を計上しており

ます。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時

差異160,582千円につい

ては、５年間で費用処理

することとし、当中間会

計期間においては年間計

上額の２分の１を特別損

失として計上しておりま

す。数理計算上の差異に

ついては、各期の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(７年)による按分額

をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いると認められる額を計

上しております。 

なお、会計基準変更時

差異160,582千円につい

ては、５年間による按分

額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異に

ついては、各期の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(７年)による按分額

をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理することとし

ております。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

                           

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

４ リース取引の処理

方法 

  

  

  

  

  

５ ヘッジ会計の方法 

  

(4)     ―         

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

変動金利の借入金の借入時

において、金利変動リスク

をヘッジするために、金利

スワップを利用しておりま

す。 

なお、この金利スワップに

ついては、特例処理を採用

しております。 

（4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要

支給額を計上しておりま

す 

(会計処理の変更) 
 従来、役員退職慰労金は
支出時の費用として処理し
ておりましたが、役員の在
任期間の長期化に伴い将来
におけるその支出額の増加
が見込まれることから、役
員退職金規程の見直し及び
整備を行い、役員退職慰労
引当金計上の環境を整備し
たことを契機として、期間
損益の適正化と財務体質の
健全化を図るために、当中
間会計期間から内規に基づ
く期末要支給額を役員退職
慰労引当金として計上する
方法に変更しました。 
この変更に伴い、当中間
会計期間の発生額5,805千
円は販売費及び一般管理費
に計上し、過年度相当額
245,726千円については当
中間会計期間から5年間で
均等額を繰入計上すること
とし、当中間会計期間負担
額24,572千円を特別損失に
計上しております。 
 この結果、従来の方法に
よった場合と比較して、営
業利益及び経常利益は5,805
千円、税引前中間純利益は
30,377千円それぞれ減少し
ております。 

同左 

  

  

  

  

  

  

同左 

  

(4) ― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

       

同左 

  



  

  
  
  
追加情報 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

６  中 間キャッシ

ュ・フロー計算

書(キャッシュ・

フロー計算書)に

おける資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する短期的な投資

からなります。 

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

７ その他中間財務

諸表(財務諸表)

作成のための基

本となる重要な

事項 

  

  

  

  

消費税等の会計処理 

税抜処理 

なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺の上、

流動負債「その他」に含

めております。 

  

  

消費税等の会計処理 

同左 

  

  

  

  

  

消費税等の会計処理 

税抜処理 

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

― 

「地方税法等の一部を改正する法律」
(平成15年法律第９号)が平成15年３月
31日に公布され、平成16年４月１日以
後に開始する事業年度より外形標準課
税制度が導入されたことに伴い、当中
間会計期間から「法人事業税における
外形標準課税部分の損益計算書上の表
示についての実務上の取扱い」(平成16
年２月13日 企業会計基準委員会 実
務対応報告第12号)に従い法人事業税の
付加価値割及び資本割については、販
売費及び一般管理費に計上しておりま
す。 
この結果、販売費及び一般管理費が
11,242千円増加し、営業利益、経常利
益及び税引前中間純利益が11,242千円
減少しております。 

  

― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

前事業年度末 
(平成17年３月20日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

4,647,836千円 4,793,981千円 4,752,767千円 

※２ 担保資産 (1) 担保提供資産 

建物 474,918千円

土地 1,140,526千円

計 1,615,444千円

(1) 担保提供資産 

建物 544,570千円

土地 1,140,526千円

計 1,658,097千円

(1) 担保提供資産 

建物 515,810千円

土地 1,140,526千円

計 1,656,337千円

  (2) 担保資産に対応する債

務 

短期 
借入金 

365,755千円

長期 
借入金 

1,302,971千円

計 1,668,726千円

(2) 担保資産に対応する債

務 

短期 
借入金

299,152千円

長期 
借入金

1,090,219千円

計 1,389,371千円

(2) 担保資産に対応する債

務 

短期 
借入金 

329,510千円

長期 
借入金 

1,246,734千円

計 1,576,244千円

※３ 中間会計期間末

日(期末日)満期

手形の会計処理 

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しております。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末

日満期手形が、中間会計期

間末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形 3,620千円

  

  

  

  

  

     ― 

期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日を

もって決済処理しておりま

す。 

なお、当期末日が金融機関

の休日であったため、次の

期末日満期手形が、期末残

高に含まれております。 

  

  

 受取手形 390千円

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

※１ 営業外収益の主

要項目 

受取利息 191千円

受取配当金 5,008千円

受取利息 242千円

受取配当金 5,112千円

受取利息 480千円

受取配当金 5,848千円

※２ 営業外費用の主

要項目 

支払利息 16,095千円 支払利息 14,022千円 支払利息 30,779千円

※３ 特別損失の主要

項目 

退職給付費用 
会計基準変更 
時差異 

16,058千円
退職給付費用 
会計基準変更 
時差異 

16,058千円
退職給付費用 
会計基準変更
時差異 

32,116千円

 ４ 減価償却実施額       

有形固定資産 174,546千円 177,454千円 379,079千円 

無形固定資産 1,123千円 1,448千円 1,983千円 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 1,568,271千円

現金及び現金同等物 1,568,271千円

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 1,654,342千円

現金及び現金同等物 1,654,342千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

  

現金及び預金 1,648,662千円

現金及び現金同等物 1,648,662千円



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

  

取得 
価額 
相当額 

(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

有形固定
資産「そ
の他」 
( 工 具・
器具及び
備品) 

88,146 19,857 68,288

車両 
運搬具 72,160 17,843 54,316

合計 160,306 37,701 122,604

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

取得 
価額 
相当額

(千円)

減価
償却 
累計額
相当額
(千円)

中間
期末 
残高 
相当額
(千円)

有形固定
資産「そ
の他」 
( 工 具・
器具及び
備品) 

88,146 37,487 50,659

車両
運搬具 61,187 19,067 42,119

合計 149,333 56,554 92,778

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

取得 
価額 
相当額 

(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額

(千円)

有 形 固
定 資 産
「そ の
他」 
(工具・
器 具 及
び備品)

88,146 28,672 59,473

車両
運搬具 72,160 23,941 48,218

合計 160,306 52,614 107,691

  (2) 未経過リース料中間期

末残高相当額 

(2) 未経過リース料中間期

末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残

高相当額 

  １年内 29,826千円

１年超 92,778千円

合計 122,604千円

１年内 29,826千円

１年超 62,952千円

合計 92,778千円

１年内 29,826千円

１年超 77,865千円

合計 107,691千円

  (注) 取得価額相当額お

よび未経過リース

料中間期末残高相

当額は、未経過リ

ース料中間期末残

高の有形固定資産

の中間期末残高等

に占めるその割合

が低いため、支払

利子込み法により

算定しておりま

す。 

(注) 取得価額相当額お

よび未経過リース

料中間期末残高相

当額は、未経過リ

ース料中間期末残

高の有形固定資産

の中間期末残高等

に占めるその割合

が低いため、支払

利子込み法により

算定しておりま

す。 

(注) 取得価額相当額お

よび未経過リース

料期末残高相当額

は、未経過リース

料期末残高の有形

固定資産の期末残

高等に占めるその

割合が低いため、

支払利子込み法に

より算定しており

ます。 

  (3) 支払リース料及び減価

償却費相当額 

支払 
リース料 

13,210千円

減価償却費 
相当額 

13,210千円

(3) 支払リース料及び減価

償却費相当額 

支払 
リース料 

14,913千円

減価償却費
相当額 

14,913千円

(3) 支払リース料及び減価

償却費相当額 

支払 
リース料 

28,123千円

減価償却費 
相当額 

28,123千円

  (4) 減価償却費相当額の算

定方法 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。 

(4) 減価償却費相当額の算

定方法 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。 

(4) 減価償却費相当額の算

定方法 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。 



(有価証券関係) 

① その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

② 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間 (自 平成16年３月21日 至 平成16年９月20日) 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

当中間会計期間 (自 平成17年３月21日 至 平成17年９月20日) 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

前事業年度 (自 平成16年３月21日 至 平成17年３月20日) 

デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間 (自 平成16年３月21日  至 平成16年９月20日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間 (自 平成17年３月21日  至 平成17年９月20日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

前事業年度 (自 平成16年３月21日  至 平成17年３月20日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

  
前中間会計期間末
(平成16年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

前事業年度末 
(平成17年３月20日) 

  取得原価 
(千円) 

中間貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対
照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 126,730 191,636 64,905 126,730 246,895 120,165 105,802 209,024 103,221

(2) 債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 126,730 191,636 64,905 126,730 246,895 120,165 105,802 209,024 103,221

  

前中間会計期間末
(平成16年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

前事業年度末 
(平成17年３月20日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 17,000 17,000 17,000



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

平成17年11月14日開催の取締役会決議に基づき、当期における中間配当を実施することとしました。 

１ 中間配当金の総額………………………………37,732,915円(１株につき5円) 

２ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日……平成17年11月28日 

３ 支払対象…………………………………………平成17年9月20日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主または登録質権者 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

１株当たり純資産額 903円51銭 923円69銭 910円45銭

１株当たり中間(当期)純利益 21円50銭 16円60銭 30円63銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

― ― ―

  
前中間会計期間 

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日) 

中間(当期)純利益 162,317千円 125,280千円 266,230千円

普通株主に帰属しない金額 
 利益処分による役員賞与金 ― ― 35,000千円

普通株式に係る中間(当期) 
純利益 

162,317千円 125,280千円 231,230千円

期中平均株式数 7,548千株 7,547千株 7,548千株



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  
(1)有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第54期) 

自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日 

  
平成17年６月13日 
東海財務局長に提出。 

  
(2)有価証券報告書の 
訂正報告書 

  上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年６月15日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月８日

大 宝 運 輸 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大宝運輸株式会社の

平成16年３月21日から平成17年３月20日までの第54期事業年度の中間会計期間（平成16年３月21日から平成16年９月20日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大宝運

輸株式会社の平成16年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年３月21日から平成16年９月20日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 正 明 

      

  関与社員 公認会計士 鬼 頭 潤 子 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月７日

大 宝 運 輸 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大宝運輸株式会社の

平成17年３月21日から平成18年３月20日までの第55期事業年度の中間会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大宝運

輸株式会社の平成17年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年３月21日から平成17年９月20日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項３(４)に記載のとおり、会社は役員退職慰労金について従来の支出時に費用処理する方

法から、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  小 林 正 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  鬼 頭 潤 子 
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